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序文 

　現代の2つの主要課題は、あらゆる形態の栄養不良および環境と自然資源の破壊で、これらは加速度的な速 

さで起こっています。 

 

　「世界の食料安全保障と栄養の現状報告」（The State of Food Security and Nutrition in the World  

Report: SOFI 2019）によれば、栄養不良の人口はここ数年連続して緩やかに増加しており、同時に過体重 

と肥満の人口は世界中で驚くべき速度で増加しています。 

 

　毎晩8億2000万人以上の人々が空腹を抱えて眠りにつきます。2018年には、13億人が中程度の食料不足を 

経験しました。つまり、それらの人々は栄養価の高い十分な食料を定期的に入手できなかったことを意味し 

ます。過体重と肥満およびそれに関わる食事関連の非感染性疾患（non-communicable diseases: NCDs）    

は、世界で400万人の死亡の原因となっています。今日、20億人の成人と4000万人以上の5歳未満の子どもが 

過体重です。さらに、6億7000万人以上の成人と1億2000万人の若年者（5-19歳）が肥満です。栄養不良は 

個人の健康、幸福および生産性に悪影響を及ぼします。また、栄養不良は世界の全地域の社会にとって、 

社会経済的にも大きな負担となっています。 

 

　貧しい食生活は、あらゆる形態の栄養不良の有病率の増加に大きく関与しています。また、不健康な食事 

と栄養不良は、世界の疾病負担に関連するリスク因子の上位10位の中に含まれます。 

 

　さらに、私たちが食料を生産し消費する方法は、環境と自然資源の基盤に大きな被害を与えています。例 

えば、食料生産は世界的に土地使用の48％と淡水使用の70％を占めています。 

 

　社会的、人口学的、経済的要因も変わりゆくライフスタイルや食事パターンに影響を与え、その結果、食 

料生産に必要な資源を圧迫しています。 

 

　2014年、FAOとWHOの第2回国際栄養会議（Second International Conference on Nutrition: ICN2）は、 

「現在の食料システムは、持続不可能な生産と消費のパターンだけでなく、特に資源不足と環境悪化によ 

る制約により、健康的な食事に貢献する十分で安全かつ多様な栄養価の高い食品をすべての人々に提供す 

ることがますます困難になっている」との認識を示しました。これらの課題に対処するために、国連「栄 

養のための行動の10年（2016-2025年）」は、ICN2の公約と持続可能な開発目標（Sustainable Develop-   

ment Goals: SDGs）に沿った世界の栄養と食事由来のNCD予防のための目標を達成するために、持続可能な 

方法で生産され栄養を改善する健康的な食事を促進するための食料システムの変革に特に焦点を当てていま 

す。 

 

　現在の食料システムの環境に与える悪影響および持続性に対する懸念を考慮すると、健康的で環境負荷が 

低い食事を促進することは急務です。また、これらの食事はすべての人々にとって社会文化的に受容可能で  

経済的にも利用しやすいものでなければなりません。 

 

　持続可能な食事と健康的な食事の概念にはさまざまな見解があるため、各国は国連食糧農業機関（Food     

and Agriculture Organization of the United Nations: FAO）と世界保健機関（World Health Organi- 

zation: WHO)に対して、持続可能で健康的な食事とは何かについてアドバイスを求めました。これに応え 

るため、FAOとWHOは、2019年7月1日から3日にかけてイタリア・ローマのFAO本部で、持続可能で健康的な 

食事に関する国際専門家協議を共催しました。本協議では、何が「持続可能で健康的な食事」を構成する 

かに関する指針に合意しました。これは、食事の持続可能性をめぐる議論が、各国政府、国際機関、市民 

団体、民間部門、学術学会の議題として関心が高い時期に行われた協議でした。 



　これらの指針は、食事への全体的なアプローチを扱っています。すなわち、摂取栄養素の国際的な推奨、 

食料の生産と消費にかかる環境コスト、そして地域の社会的、文化的および経済的な状況への適応を考慮 

しています。本協議では、食事の持続可能性と健康性という2つの側面を包括する「持続可能で健康的な食 

事」という用語に専門家が合意しました。各国は、それぞれの状況と目標に応じて、このトレードオフを 

決定する必要があります。 

 

　これらの指針は、国レベルのSDGsの達成、特に目標1（貧困をなくそう）、目標2（飢餓をゼロに）、　　

目標3（すべての人に健康と福祉を）、目標4（質の高い教育をみんなに）、目標5（ジェンダー平等を実現

しよう）、目標12（つくる責任つかう責任）および目標13（気候変動に具体的な対策を）の達成に貢献する

上で、食料消費と食事が果たす役割を強調しています。 

 

　この出版物は、持続可能で健康的な食事を実現するために、食料システムの変革に取り組む各国の努力を 

支援することを目指しています。 

 

　この場を借りて、背景論文の草案を作成し、本指針の綿密な仕上げに導いた専門家協議に貢献してくださ 

った専門家の方々に謝意を表します。Seth Adu-Afarwuah、Ashkan Afshin、Sutapa Agrawal、 

Mary Arimond、Michael Clark、Namukolo Covic、Saskia de Pee、Adam Drewnowski、Jessica Fanzo、 

Edward A. Fr-ongillo、Mario Herrero、Lea S. Jakobsen、 Andrew D. Jones、 Shiriki Kumanyika、  

Pulani Lanero-lle、Mark Lawrence、Duo Li、 Jennie Macdiarmid、 Sarah McNaughton、  

Sara Monteiro Pires、Veron-ika Molina、Carlos Monteiro、Eva Monterrosa、Luis Moreno、 

Morten Poulsen、Modi Mwatsama、Maart-en Nauta、Janet Ranganathan、Satoshi Sasaki、 

Shelly Sundberg、Sofie Thomsen、 Stefanie Vandev-ijvere、and Davy Vanham（専門家の所属は付録1に

記載しています）。 

 

　この出版物は、FAO-WHO事務局の持続的な努力により実現可能となりました。Anna Lartey、 

Nancy Aburto、Fatima Hachem、Ramani Wijesinha-Bettoni、Tomas Buendia、Eleonora Dupouy、 

Francesco Branca、Chizuru Nishida、Marzella Wustefeld。提供された次の方々のご意見をいただき    

ました。WHOのKim Petersen、Angelika Maria Tritscher、Jason Montez、Kaia Engesveen、 

Kazuaki Miyagishimaから専門家協議 の技術コンテンツにいただいたご意見に感謝いたします。 

 

　草案について貴重なレビューコメントをTim LangとGretel Pelto、そしてFAO職員のMarkus Lipp、 

Alice  Green、KangZhouからいただきました。また、「指針」に、Ana Islas、Maria A. Tuazon、 

Patrizia Fracassi、Pilar Santacoloma、Giulia Palma、Melissa Vargasのご意見が役立ちました。 

 

　この出版物は、FAOスタッフのDalia Mattioni、MariaXipsiti、Ahmed Raza、Trudy Wijnhoven、 

Margaret Wagah、Chiara Deligia、Giuseppina Di Felice、Michele Rude、CristianaFusconi、 

Donna Kilcawley、Diana Calderon、そしてWHOのFabienne Maertensの支援がなければ実現しませんで    

した。 
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Director                   
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Francesco Branca                                   
Director                

Department of Nutrition     
for Health and Development                                 

WHO
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　国連経済的、社会的及び文化的権利委員会は、十

分な食事を得る権利はあらゆる人権を享受するため

に大変重要であると認めている。同委員会では、十

分な食事への権利とは「個人の食のニーズを満たす

のに十分な量と質を持ち、有害な物質を含まず、特

定の文化の中で受容できる食事が得られること、ま

た持続可能で他の人権の享受を妨げることなくその

ような食事にアクセスできること」
1
を意味すると考

えている。子どもの権利委員会もまた、あらゆる栄

養不良に対抗するために、栄養的に十分で、文化的

に適切かつ安全な食品へのアクセスを確保すること

が国の義務であると認めている
2
。 

 

　それにもかかわらず、多くの人々が、年間を通し

て、健康と幸福の促進に必要な安全で、安価で、健

康的な食事にアクセスできていない
3
。その結果、

あらゆる形態の栄養不良が世界的規模の問題となっ

ており、その影響を受けない国はない。3人に1人 

が、飢餓、発育阻害、消耗症、微量栄養素欠乏、過

体重や肥満などいずれかの形態の栄養不良、またそ

れらに起因する食事関連の非感染性疾患の影響を受

けている。栄養不良の結果には回避可能な病気や早

世、また膨大な経済的、社会的なコストが含まれ 

る。世界的な推計によると、あらゆる形態の栄養不

良による社会的コストは年間3.5兆USドル、過体重

と肥満だけでも年間5000億USドルかかっている
4
。 

1 UN Economic and Social Council. 1999. Committee on 
Economic, Social and Cultural Rights (CESCR) The right 
to adequate food (Art.11) : 12/05/99. E/C.12/1999/5 
(General Comments). https://www.nichibenren.or.jp/
library/ja/kokusai/humanrights_library/treaty/data/
CESCR_GC_12e.pdf
2 UN Convention of the Rights of the Child. 2013. Committee 
on the Rights of the Child (CRC) General Comment No. 
15 2013 on the right of the child to the enjoyment of the 
highest attainable standard of health (art. 24). http://www.
refworld.org/docid/51ef9e134.html
3 FAO & WHO. 2015. Second International Conference on 
Nutrition (ICN2). Report of the Joint FAO/WHO Secretariat 
on the Conference. http://www.fao.org/3/i4436e/I4436E.
pdf
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　世界中で生じている栄養不良の原因は複雑である

一方で、不健康な食事は世界の疾病負担の主要な一

因であり続けている。不健康な食事は、2016年には

世界的に死亡数と障害調整生存年数（disability-  

adjusted life-years: DALYs）の2番目のリスク因子

と特定されたが
5
、2017年には死亡数がおおよそ1100

万人とDALYsが2億5500万人に上った 。栄養不良に取

り組むためには、食事が改善される必要がある。し

かし、食事を変える誘因は、都市化、農業市場と貿

易のグローバル化、収入、スーパーマーケットの普

及、大量の食品マーケティングなど多岐にわたるた

め、この課題の解決には困難を極める。 

したがって、食事を改善するためには、食品の    

生産、集荷、加工と包装、流通、マーケティング、

消費、食品の処分に関わる関係者（および組織）を

含む全体の食料システムを考慮しなければならな  

い。 

　食料システムは、同時に環境悪化と自然資源の枯

渇の主要な原因である。現在、食料システムは温室

効果ガス（greenhouse gas: GHG）排出量のかなりの

割合（20－35パーセント）を占めており、土地転  

換、森林伐採と生物多様性の損失の主要な誘因とな

っている。農業だけで世界の淡水取水量の約70パー

セントを占め、水質汚染の原因となっている
7
。2050

年までに世界人口が97億人に増加することが見込ま

れている中、これらの環境への負荷や影響を考える

と、現在の食料システムは持続不可能である。気候

変動に関する政府間パネル（the Intergovernmental  

Panel on Climate Change: IPCC）は最新の報告書で

「健康的で持続可能な食事の消費が食料システムか

らの温室効果ガス（GHG）の排出量を削減し、健康ア

ウトカムを向上させる大きな機会となる」との認識

を示した
8
。 

8

4  Global Panel. 2016. The Cost of Malnutrition: Why Policy 
Action is Urgent. London, UK: Global Panel on Agriculture 
and Food Systems for Nutrition. https://glopan.org/sites/
default/files/pictures/CostOfMalnutrition.pdf 
5 GBD 2016 Risk Factors Collaborators. 2017. Global, 
regional, and national comparative risk assessment of 
84 behavioural, environmental and occupational, and 
metabolic risks or clusters of risks, 1990–2016: a systematic 
analysis for the Global Burden of Disease Study 2016. 
Lancet. 390(10100):1345-1422. https://www.thelancet.
com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(17)32366-8/fu
lltext 
6  GBD 2017 Diet Collaborators. 2019. Health effects of dietary 
risks in 195 countries, 1990–2017: a systematic analysis 
for the Global Burden of Disease Study 2017. Lancet 393: 
1958–1972. https://www.thelancet.com/article/S0140-
6736(19)30041-8/fulltext
7 

　さらに、農業生産の環境への影響は罹患率と死亡率

の要因となっている。2014年に実施されたFAOとWHOの

第2回国際栄養会議（Second International Confere-

nce on Nutrition: ICN2）では、「現在の食料システ

ムは、持続不可能な生産と消費のパターン、食品ロス

と食品廃棄および不均衡な流通だけでなく、特に資源

不足や環境悪化による制約により、健康的な食事に貢

献する十分で安全かつ多様な、栄養価の高い食品をす

べての人々に提供することがますます困難になってい

る」ことを認識した
9
。したがって、持続可能で健康的

な食事のための食料システムを構築するには、環境へ

の配慮も必要なのである。 

 

　また、現在の食料システムは一部の関係者が多額の

利益を得ている一方で、貧困から抜け出せず、不公平

な権力の集中と不均衡を特徴としている。これらのシ

ステムはすべて人々に公平な利益をもたらすことがで

きず、最も弱い立場の人々が取り残されている。 

 

　世界の食料システムは、特有の歴史的、宗教的、社

会的、文化的、そして経済的な背景を持ち、非常に多

様である。健康的な食事は、栄養素の適切性、特定食

品群の望ましい摂取量や食事パターンへの順守の観点

から定義された食事の目標によって記述されるが、食

事は摂取する栄養素や食品の総和、あるいはそれに関

連する食事パターン以上のものである。それらは食品

が生産、調達、流通、販売、選択、調理、消費される

方法を形作り、それによって形作られる生活様式であ

る。食事を改善し、飢餓とあらゆる形態の栄養不良を

なくすための対応についての協議では、食品と食料シ

ステムの社会文化的側面と経済的影響を考慮しなけれ

ばならない。 

FAO. 2017. Water for Sustainable Food and Agriculture: 
A report produced for the G20 Presidency of Germany. 
http://www.fao.org/3/a-i7959e.pdf

8 IPCC. 2019. Climate Change and Land: an IPCC 
special report on climate change, desertification, land 
degradation, sustainable land management, food security, 
and greenhouse gas fluxes in terrestrial ecosystems. 
https://www.ipcc.ch/report/srccl/
9 FAO & WHO. 2015. Second International Conference on 
Nutrition (ICN2). Report of the Joint FAO/WHO Secretariat 
on the Conference. www.fao.org/3/i4436e/I4436E.pdf
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　個々の状況はユニークで、食品の入手可能性、入

手のしやすさ、食事の消費に取り組むための特有の

課題があるため、最適な健康と持続性を支援するた

めに個別の解決策を必要とする。解決策は多岐にわ

たるが、健康と環境的、社会文化的および経済的懸

念に取り組む食事の目的は、すべての健康な個人に

とって同じである。これらの目的を明示すること  

で、それぞれの状況のニーズに対応した特有の行動

を定義し、発展させ、実施することができる。 

  

　したがって、国連「栄養のための行動の10年」の

もとで、FAOとWHOは持続可能で健康的な食事に関す

る国際専門家協議を共催した。協議は2019年7月1日

から3日にかけてイタリア・ローマにあるFAO本部で

行われた。協議に先立ち、FAOとWHOが以下の5つの

項目に関する背景論文を委託した。i)健康的な食事

の要素と定義、ii)環境面で持続可能な食料システ

ムにおける健康的な食事の役割、iii)持続可能な食

事の選択を形成する上での文化、経済、食環境の役

割、iv)地域食およびv)持続可能で健康的な食事の

食品安全への影響。各論文の2ページ分の要約は、

本報告書の付属書として掲載されている。低所得　

国・中所得国・高所得国を代表する、健康的な食事

と持続可能性のさまざまな側面について知識を有す

る専門家33名が協議に参加および/あるいは背景論

文の作成に貢献した。 

　協議の目的は、何が持続可能で健康的な食事を構成

するかの指針を策定し、政府およびその他の関係者が

政策立案やコミュニケーションの場で活用できるよ 

う、明確で分かりやすい情報やメッセージに変換する

ことである。持続可能で健康的な食事に関する指針　

は、食品ベースで、環境的、社会的/文化的および経

済的な持続可能性に配慮しつつ、推奨栄養素量を考慮

している。 

 

　以下に述べる「持続可能で健康的な食事に関する指

針」は、本協議の成果である。 

持続可能で健康的な食事
の目的 
　持続可能で健康的な食事とは、個人の健康と幸福のあ 

らゆる側面を促進し、環境への負荷が少なく、入手しや 

すく、手頃な価格で、安全かつ公平であり、文化的に受 

容しやすい食事パターンである。持続可能で健康的な食事

の目的は、すべての個人が最適な成長と発達を達成し、現

在と次世代のすべてのライフステージにおいて機能的、身

体的、精神的および社会的な幸福を支援すること、あらゆ

る形態の栄養不良（低栄養、微量栄養素欠乏、過体重、肥

満）の予防に貢献すること、食事関連の非感染性疾患のリ

スクを減らすこと、生物多様性と地球環境の健康を保護す

ることである。持続可能で健康的な食事は、意図しない結

果を避けるために、持続性のあらゆる面を兼ね備えていな

ければならない。 
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6

持続可能で健康的
な食事とは... 

環境への影響について 

社会文化的な側面について 

10 食品加工は、質の高い食事を促進するのに役立つ。食品加工は食品をより入手しやすくまた安全にする。しかし、いくつかの加工処
理法は、塩、添加糖および飽和脂肪酸の超高密度につながり、これらの製品は大量に消費されると、食事の質を損なう可能性がある。
　(Global Panel on Agriculture and Food Systems for Nutrition. 2016. Food systems and diets: Facing the challenges of   
the 21st century. London, UK. http://ebrary.ifpri.org/utils/ getfile/collection/p15738coll5/id/5516/filename/5517.pdf)  

http://ebrary.ifpri.org/utils/getfile/collection/p15738coll5/id/5516/filename/5517.pdf)) 
11 ジャガイモ、サツマイモ、キャッサバおよびその他でんぷん質の根菜類は果物・野菜に分類されない。 

2  

 8  7 

 9 10 

…未加工または最小限に加工
した多様な食品を食品群のバ
ランスよく摂取することを 
基本とし、過度に加工した食
品や飲料を制限する。

10
 

…食物媒介疾患を引き起こ
す病原体、毒素、その他媒
介物を最小限あるいは可能
ならゼロにする。 

…食事関連の非感染性疾患 
のリスクを減らすための 
WHOのガイドラインに沿い、
一般の人々の健康と幸福を
確保する。

12
 

 

…温室効果ガス排出量、水
と土地の利用、窒素とリン
の使用および化学汚染を規
定の目標値内に維持する。 
 

…作物、家畜、森林
由来の食料と水由来
の資源を含む生物多
様性を保護し、魚や
鳥獣の乱獲を防ぐ。 

…ジェンダー関連の負の影
響、特に時間配分（例：食
料の購入と準備および水と
燃料の入手）の影響を回避
する。 

…アクセスしやすく望ま
しいもの。 

健康面について 

1 
 

…誕生からすぐに母乳育児を始
め、生後6か月まで完全母乳育
児を行い、2歳またはそれ以降
まで母乳を継続し、適切な補完
食を組み合わせる。 
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持続可能で健康的な食事に関する指針 

13

REGARDING THE HEALTH ASPECT

REGARDING ENVIRONMENTAL IMPACT

REGARDING SOCIOCULTURAL ASPECTS

12 ガイドラインには以下が含まれる；脂質からの総エネルギー摂取30-35％；飽和脂肪酸から不飽和脂肪酸への移行、および工業的に生成さ
れたトランス脂肪酸の排除：総エネルギーに対する遊離糖類の摂取を10%以下（可能であれば5%未満）および1日5g以下の食塩（ヨウ素添加食
塩）。WHO. 2018. Healthy diet. WHO fact sheet No. 394 (updated August 2018). Geneva, World Health Organization, 2018.  
WHO. 2018. Healthy diet. WHO fact sheet No. 394 (updated August 2018). Geneva, World Health Organization, 2018.               
https://www.who.int/nutrition/publications/nutrientrequirements/healthydiet_factsheet/en/ 
 

12 11 

5 6 

4 3 …全粒穀類、豆類、ナッツ類
および豊富で多様な果物と野
菜を含む。

11
 

…適量の卵、乳製品、鶏肉と
魚および少量の赤肉を含む。 

…成長と発達に必要なエ
ネルギーと栄養が十分で
（必要量に達しても超過
しない）、ライフサイク
ルを通して活動的かつ健
康的な生活に必要なニー
ズを満たす。 

…安全で清潔な飲料水を選択する。 

…食料生産における抗生
物質およびホルモン剤の
使用を最小限にする。 

…食品包装に使用されるプ
ラスチックとその派生物の
使用を最小限にする。 

…食品ロスと廃棄を減らす。 14  
…地域の文化、料理習
慣、知識と消費パター
ンおよび食事の供給、
生産および消費方法に
関する価値観に基づき

それらを尊重する。 
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1

政府の仕組み、奨励策と阻害策、法的
枠組、規制手段を通して、持続可能な
開発目標に貢献する生産、加工、   
流通、表示とマーケティングおよび多
様な 食品の消費を促進することが 

可能な環境を創出する。 

持続可能で健康的な食事に必要な生産、加
工、包装、保存、流通、マーケティングと
小売業および多様な食品の消費を促進する
ための潜在的な変化を明確にするために 

現存の食料システムを分析する。 

どのような状況下においても、量と
質の観点からどの食品が入手可能で
アクセス可能か、また食品の供給と
需要の不一致がどこでなぜ生じるか
を特定する。 

地域から国内、国際レベルまで、すべて
の部門（農業、保健、教育、環境、水、
貿易など）の政策を調整し、社会のすべ
てのアクターと議論することにより 

政策の一貫性を確保する。 

2

3

4

5
必要に応じて、年齢、性別、収入、民族
グループおよび地域別に個別の食事評価

を実施することにより 
現代の食事の代表的基準値を確立する。 
これらのデータを使用し、どのような食
事の変化が健康と環境に最も良い影響を

与える可能性があるかを特定する。 
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持続可能で健康的な食事の実装に向けた行動 

持続可能で健康的な食事を利用可能で、アクセスしやすく、手頃な価格で、安全かつ望ましいもの
にするには、食料システムの変換が必要であり、以下の行動が指針となるであろう。 

消費者のエンパワーメントと効果的
な食と栄養の教育を含む行動変容の
ための能力開発の戦略を促進する。 

持続可能で健康的な食事のために手頃な
価格の望ましい食品が最も脆弱な人々に
入手可能でアクセスしやすくする。 

不公平と不平等に対処し、貧困と剥奪を
経験した人々の視点を考慮する。 

社会的、文化的、経済的、生態学的お
よび環境的な状況を考慮し、背景に応
じた持続可能で健康的な食事を定義す
る食品ベースとした国内の食事ガイド

ラインを開発する。 

すべての人々が持続可能で健康的な食事
を利用でき、アクセスしやすく、手頃な
価格で、安全および魅力的なものにする
ために潜在的なトレードオフを定量化し

調整する。 

6
7

8

9
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要約論文1: 
健康的な食事に関する背景論文 

背景 
 

　健康的な食事は成長と発達を促進し、栄養不良を

防ぐ。世界の栄養政策の分野では、「栄養不良」は

もはや消耗症、発育阻害、低体重、ビタミンやミネ

ラルの欠乏などの低栄養だけを指すものではない。

現在では、あらゆる形態の栄養不良には、肥満だけ

でなく心臓病、脳卒中、糖尿病および特定のがんな

どの非感染性疾患のリスクを高める食事要因が含ま

れると理解されている[1]。非感染性疾患は今では

すべての国々において障害と死亡の主な原因となっ

ている。肥満と低栄養は地域社会や家族内で共存す

る可能性がある。一部の低所得国では、依然として

栄養不良が大きな公衆衛生上の問題となっており、

より深刻な状況が見られる一方で、多くの中高所得

国では、最も経済的に恵まれない人々を除いて、適

正な食事は当然のことと考え、非感染性疾患に主眼

を置いている。 

 

　健康的な食事に関する本協議の背景論文では、　

世界的な観点から健康的な食事の要素を明らかに 

し、これらの要素が食料システムの持続可能性に関

連する目標の策定と達成に与える影響を強調してい

る。健康的な食事を定義するために、3つの補完的

かつ根拠に基づくアプローチを比較した結果、以下

のようなコンセンサスが得られた：1)WHOが推奨す

る健康的な食事、2)世界の疾病負担NCDリスク因子

研究および3)全体の食事パターンに関連する健康

アウトカムの分析。 

WHOの推奨事項 
 

　1996年から2019年にかけて、WHOは50以上の栄養ガ

イドラインや推奨事項を開発または更新しており、 

その中のいくつかは特定の栄養素についての人々の 

摂取量に関するものである。栄養ガイドラインの開 

発は、食事と健康との関連に関する科学的研究に固 

有の限界や方法論的要因を反映して、困難なプロセ 

スとなっている。人々は個々の栄養素ではなく食品 

や食事を摂っているという事実、そして食事は多く 

の相互に依存した構成要素から成り立つという事実 

は、食事の特定要素にリスクを帰することや、栄養 

素に特化した指針を設定することを困難にしてい  　

る 。2010年以降、WHOは世界標準のガイドライン作成

手法（Grading of Recommendations Assessment,      

Development and Evaluation: GRADE）を用いてガイ

ドラインを開発し、栄養に関するエビデンスはWHO栄

養指導専門家諮問グループ（Nutrition Guidance    

Expert Advisory Group: NUGAG）によって評価されて

いる。この方法論は、プロセスと判断の透明性を確保

しつつ、エビデンスの質を評価するための構造的な枠

組 みを提供するものである[2]。現行のWHOの健康的

な 食事に関する推奨事項[3]は、これまでのNUGAGの

活動や、食事と疾病に関する過去の専門家の協議や報 

告[4-13]に基づいており、以下の通りである。 

 

●  最初の6か月間は完全母乳育児で、2歳以上にな 

　　るまで母乳育児を継続する。 

●  エネルギー摂取量は、エネルギー消費量とのバ 

　　ランスをとる必要がある。 

●  総脂肪摂取量を総エネルギー摂取量の30％未満 

　　にし、脂肪摂取量を飽和脂肪酸から不飽和脂肪 

　　酸へ移行し、人工的に生成されたトランス脂肪 

　　酸は排除の方針とする。 

●  遊離糖の摂取量を総エネルギー摂取量の10％未 

　　満（さらには5%未満）に制限する。 

●  食塩摂取量を5g/日未満にする。 

●  1日に少なくとも400gの果物と野菜を摂取する。 

著者: Shiriki Kumanyika, Ashkan Afshin, Mary Arimond, Mark Lawrence, 

Sarah McNaughton and Chizuru Nishida 



世界の疾病負担（Global Burden of 

Disease: GBD）研究 
 

　GBD研究では、健康リスクとアウトカムの関連性 

をモデル化するために195の国と地域のデータおよ 

び16か国の地方データを使用している[14]。NCDの 

主要GBDリスク因子として、果物、野菜、豆類、全 

粒粉、種実類、牛乳、魚介類のn-3系脂肪酸、n-6系 

多価不飽和脂肪酸（polyunsaturated fatty      

acids: PUFA）、カルシウム、食物繊維の摂取量が 

少ないことおよび赤身肉、加工肉、砂糖入り飲料、 

トランス脂肪酸、ナトリウムの摂取量が多いことが 

挙げられる。GBD研究では、食事の各要素につい  

て、最適な摂取量を達成した場合に（最適とは、全 

死因の死亡率を最小化するレベル）、各疾病の何パ 

ーセントが予防できたかを数値化している。候補と 

なった食事のリスク因子は、疾病負担または政策に 

とっての重要性、リスク因子の曝露を推定するため 

に十分なデータの入手可能性、リスク因子の曝露と 

疾病エンドポイントとの因果関係を裏付ける疫学的 

証拠の強さ、疾病発生率または疾病エンドポイント 

による死亡率に対するリスク曝露の効果量を定量化 

するデータの入手可能性に基づいて選択された。GB 

D研究の分析結果によると、世界的に見て、主要な 

食事リスク因子の順位は過去30年間で大きく変化し 

ておらず、各主要リスク因子が障害調整生存年（Di 

sabili-ty Adjusted Life Years: DALYs）で2,000 

万以上を占めていることがわかった。ナトリウムの 

摂取量が多いことがDALYsの主要なリスク因子とな 

っている西太平洋地域以外の全てのWHO地域におい 

て、全粒粉の摂取量が少ないことがDALYsの主要な 

食事リスク因子となっていた。 

 
食事全体を定義するための食事パタ 
ーンのエビデンス 
 

　食事パターンは、「食事に含まれる様々な食品、 

飲料および栄養素（利用可能な場合）の量、割合、 

種類、あるいは組み合わせおよびそれらが習慣的に 

摂取される頻度」と定義することができる[15]。     

WHOの指針やGBD研究の結果に示されているように、   

個別に識別された食品、食品の特徴、栄養素と比較し 

て、食事パターンは、人々が何を食べているのかに 

ついてより信頼でき、理論的にはNCDリスクを特定 

するのに重要である。同時に検討するために個別の 

食事因子の構築や集計をしても、健康への影響とい 

う点では、個々の食品の複雑さや食事パターン内の 

相互依存性を説明できない。栄養素への曝露の観点 

からは、食事パターンに含まれる栄養素の間に相乗 

18 

効果があり[16, 17]、生物学的利用能は栄養素が含ま

れる食品素材の物理的構造に影響される[18]。食品へ

の曝露の観点からは、食事パターンに含まれる食品の

間に相乗効果があり[17]、食品の加工 の程度は、そ

の物理的・化学的特性やその後の健康への効果に影響

を与える可能性がある[19]。食と健 康との関連研究

では、植物由来の食品の摂取量が少ないこと、動物由

来の食品や超加工食品の摂取量が多いことと、健康状

態の悪化との関連が一貫して強調されている。これら

の結果から、植物由来と動物由来の食事および食品加

工の程度が、持続可能性を考慮した食事パターン分析

のための優先事項であることが示された。この問題に

関するエビデンスのWHO NUGAGレビューは、本協議の

時点では保留となっているが、健康アウトカムの観点

からこの問題の重要性について決定的な提言を行うか

もしれない。 

結論 
 

　健康的な食事の特徴を示すこれら3つのアプローチ 

を検討・比較した結果、明確なコンセンサスが得られ 

た。WHOの推奨事項は、健康的な食事の要素に関する 

世界的な基準として、栄養不良の予防とNCDリスクの 

低減の両方に適応している。これらはいくつかの植 

物性食品（果物、野菜（でんぷん質の多い根菜を除 

く）、豆類、ナッツ類、全粒穀物）の摂取量を増や 

すこと、遊離糖と総脂肪からのエネルギー摂取量を 

制限すること、飽和脂肪酸やトランス脂肪酸ではな 

く不飽和脂肪酸を摂取すること、食塩摂取量を制限 

すること、ヨウ素欠乏症対策としてヨウ素添加され 

た食塩を使用することの重要性を強調している。　　

リスクの因果関係の実証分析に基づくGBD研究の健康

的な食事の特性評価は、食事に関連するリスクがNCD

負担にどの程度寄与するかを定量化することで、WHO

の推奨事項を補完し、整合させる。また、GBDデータ  

は、加工肉の大量摂取に関連するリスクも指摘する。 

食事パターンと健康に関するこれまでのエビデンス 

は、植物性食品と食品加工の程度に注目する必要が 

あることを示唆しており、WHOとGBDの知見の主要な 

要素と一致している。植物由来食品への移行、動物 

性食品（魚介類を除く）からの脱却、食料生産シス 

テムの変化は、持続可能性の課題に直結する。 
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要約論文2: 
環境的に持続可能な食料システム構築のための 

健康的な食事の役割 

　世界の食料システムは75億人以上を支える必要が

あるが、現在は、不健康や環境悪化の主な原因とな

っている。糖尿病、心疾患、いくつかのがんおよび

肥満といった食事関連の非感染性疾患は、世界的に

死亡の主要なリスク因子となっている一方で、8億

人以上が栄養不良の状態にあり、約20億人が微量栄

養素の欠乏状態にある[1, 2]。同時に、世界の食料

システムは、地球上の温室効果ガス（GHG）排出量

の20－35％を排出し、地球上の不凍地の約40％を占

め、過剰な施肥による陸域および水域の栄養汚染を

引き起こし、生物多様性の損失の最大の要因となっ

ている[3－5]。持続可能な開発目標（SDGs）、パリ

協定（気候変動に関する国際枠組）、生物多様性会

議・愛知保全目標、その他の国際的な持続可能性目

標を達成するためには、世界の食料システムを変え

ることが必要であり、そのためには、より環境的に

持続可能で健康的な食事への移行の必要性が強調さ

れている[6]。 

 

　食事選択や人口増加の歴史的傾向が続けば、世界

の食料システムの環境と健康への影響は将来的に増

大するだろう[7]。人口がより豊かになり、都市化

するにつれて、人々はより多くの食品、特に肉、　

魚、乳製品、卵、砂糖、油脂を求めるようにな　　

る[8]。この食事の変化は、食事に関連する疾患の

リスクを高めると同時に、動物由来の食品は、ほと

んどの植物由来の食品に比べて、生産された食品の

カロリーまたはグラムあたりの環境への影響が大き

くなる。さらに、2050年までに20億人の人口増加が

予測されており、そのほとんどが現在の低・中所得

国で発生する可能性が高く、食事に関連する環境負

荷がさらに高まると考えられる。 

 

　食事関連の健康問題と環境への影響の将来的な増

加は、国によって異なる割合で発生すると予測され

る[6，9]。 

　高所得国では、その変化は比較的小さいと予測さ

れているが、その食習慣は依然として食事に関連す

る疾病や環境への影響の高いリスクを増大させる。

対照的に、低・中所得国、すなわち南・東南アジ 

ア、サハラ以南アフリカおよび多くの中南米の国々

では、カロリー、脂肪、糖分、動物性食品の多い高

所得国の食事に向かって、現在、あるいは今後、比

較的急速な食の変化が起こると予測されている。こ

れは、食事関連の非感染性疾患の増加や環境への悪

影響を進める。しかし、一人当たりの食事関連の影

響は、低・中所得国でより増加すると予測されるも

のの、高所得国に比べて低い水準にとどまると考え

られる。環境への負荷を軽減するために最も大きな

食事の変化が必要なのは、高所得国である。 

 

　食事関連の非感染性疾患と環境負荷の増加を遅ら

せ、場合によっては逆転させるためには、いくつか

の方法が考えられる[10]。短期的には、健康的な食

事が環境への影響が少ない、あるいは環境的に持続

可能な食事が健康的であると仮定することができな

いため、意図しない結果を避けるために「ウィン・

ウィン(win-win)」の関係を特定することが重要で

ある[11]。これらの中で最も重要なのは、動物性食

品、特に、反芻動物の肉（例：牛、ヤギ、羊など）

から摂取するカロリーの割合を減らし、代謝に必要

最小限なカロリーを摂取できる食事に移行すること

である。多くの国では、これはカロリー摂取量の削

減を意味するが、一部の低所得国ではカロリー摂取

量の増加を必要とする。多くの研究では、肉の摂取

量を減らすことでGHGsを削減しつつ、栄養的には十

分な状態を維持できることを示している（例：　　

文献[9, 10, 12]）。例えば、果物、野菜、カロリ

ーの推奨量を満たす低肉食（low-meat diet）を世

界的に採用することで、食事関連のGHGsの排出を約

50％に、早期死亡率を約20％削減できると推定され

ている。食事の変化に加えて、食料システムに変化

を与えることで、環境への影響をさらに軽減するこ

とができる。具体的には、食品ロスや廃棄物の　　

削減、作物の収穫量を向上させ、肥料や農薬の流出

を減らすための技術導入や管理改善、食品の配合や

加工、調理の変更などを含む。 

著者: Michael Clark, Jennie Macdiarmid, Andrew D. Jones, 

Janet Ranganathan, Mario Herrero and Jessica Fanzo 



　環境的に持続可能で健康的な食事を取り入れるこ 

とで生じる便益は国によって異なり、また、その便 

益を実現する方法も異なる[10]。より健康的で環境 

的に持続可能な食事を取り入れるための潜在的な便 

益や障壁を明らかにするために、文化的、経済的、 

政治的、社会的価値が異なる4つの国（ブラジル、ベ 

トナム、ケニア、スウェーデン）をケーススタディ 

として選んだ。ブラジルでは、牛肉、大豆、砂糖が 

主要な農産品・輸出品であるが、これらの生産量の 

増加に伴い、特に大西洋岸森林地帯、セラード地帯、

ブラジル・アマゾンでは、生息地や生物多様性の 

損失が進んでいる。農業部門の経済的安定性を維持 

しつつ、より健康的で環境的に持続可能な食事を取 

り入れるにはどうすればよいのか。ベトナムでは、 

魚は栄養と経済的安定の重要な資源だが、歴史的な 

乱獲やダム建設計画により、ベトナム漁業の持続可 

能性が脅かされている。ベトナムの漁業の環境の持 

続可能性をどのように改善させるか、また、ベトナ 

ムの将来の食料システムにおける水産養殖の潜在的 

な役割は何か。ケニアでは、牛をはじめとする反芻 

動物は、特に農村地域の栄養、食料、経済の安定に 

欠かせない資源だが、同時に環境破壊の主要な要因 

ともなる。文化的にも経済的にも重要な牛を維持し 

つつ、環境への影響を減らすにはどうしたらよいの 

か。スウェーデンでは、一人当たりの食事に関連し 

た環境への影響が大きく、食習慣が不健康の大きな 

リスク因子となっている。文化的に適切な方法で、 

スウェーデンの食事がより健康的で持続可能なもの 

に変わるにはどうすればよいか。 

 

　しかし、食習慣の転換は、文化的、政治的、経済 

的な理由から重要な課題となっており、情報や教育 

プログラムを超えた政府、企業、個人の行動が必要 

となるだろう[13]。これには、需要と供給を変化さ 

せるための介入が必要であり、特に肉類中心の食事 

から社会的規範をシフトさせることが重要である。 
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　持続可能な食料システムを構築するための「特効

薬」はない。その代わり、食料システムの複数の部

門にまたがる多くの変化が必要である [10]。その

ためには、国や地域社会の社会的、政治的、経済　

的、文化的な価値観に合わせ、現在の食習慣に配慮

した一連の協調的なアプローチが必要とされる。 
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要約論文3: 
持続可能な食事の選択の形成における 

文化、経済、食環境の役割 

はじめに 
 

　世界の食事パターンは、植物由来の食品から、動

物由来の食品、添加糖類・添加脂肪[1]およびその

他の高エネルギー密度で栄養価の低い食品[2]へと

急速に変化している。消費者の食品選択をより持続

可能で健康的な食事へと導くためには、行動、経済

および食環境の問題を考慮に入れた一貫した政策パ

ッケージが必要である。我々は、個人の食料システ

ム、社会文化的要因、コストと価格の手頃さおよび

食環境がどのように食事パターンに影響するかを検

証する。 

個人の食料システム 
 

　人は毎日、様々な食品選択をする。これらの選択

は、遺伝子、食品に関する学習経験およびより広範

な物理的・社会的・文化的環境を含む多くの要因に

影響される[3]。意思決定プロセスには、価値判断

や意図的な選択だけではなく、食行動に深く結び付

いた規則や慣例が含まれることがある[4]。個人の

食料システムは社会文化的な要因、食品のコストと

価格の手頃さおよび食環境と相互作用し、影響を受

ける。 
 

食事パターンと食品選択の社会文化
的側面 
 

　食品の社会文化的な側面には、食事パターンを形

成する物理的世界と認知的要素の両方が含まれ　　

る[5]。認知的要素とは、象徴、意味、価値、個人

的・社会的なアイデンティティの表現を意味する。

食品選択の価値とは、食品の属性、食品の調達また

は調理から、生活や他者との関わり方に関する目標

まで、さまざまな側面を意味する。食品選択の価値

は、個人や集団が交渉してシンプルな選択を行うこ

と役立つため、文化的に有用である。食品選択の社

会文化的側面は、食品業界では詳細に分析されてい

るが、政策立案にはあまり活用されていない。民族

誌的な調査やさまざまな分類ツールは、食文化を広

く定義し、共有される習慣と食品選択の価値を明ら

かにすることができる。食習慣と価値を象徴や 

ナラティブに結びつけることで、我々がどのように食

品を育て、調達し、楽しむかの新しい規範を促すこと

ができる。 

 

　食品選択に影響を与えるその他の社会文化的要因　

は、ジェンダー、宗教および食品規制がある[6]。ジ

ェンダーは、食品選択や食品へのアクセスなど、認知

的要素や食品に関する通常の習慣の多くを表現す　　

る[7]。食品の生産、入手、準備、調理および廃棄　

は、ジェンダーに特有の作業である。食品はまた、宗

教的実践において重要な役割を果たしており、宗教は

さまざまな規則、象徴、意味を通じて食品の実践を定

義している。食品への文化的禁止事項は、年齢、性別

または社会的地位に基づいて個人に適用される場合が

あり、食品の禁止事項に関しては文化内で大きな多様

性がある。潜在的な政策オプションの分析では、特に

動物由来の食品に対する税金、またはその他の制限措

置を展開する際に、宗教やジェンダーに基づく差別を

考慮する必要がある。 

 

コストと価格の手頃さ 
 

　食品選択には社会文化的な側面があるが、一般的に

人々は自分が購入できるものを食べる。価格の手頃さ

とは、家計の他の支出や世帯収入と関連する、食品の

市場価格を包含する相対的な概念である。その他考慮

すべきコストは、食事の準備にかかる時間と労力およ

び燃料と水のコストである[8]。栄養価の高い食品　

は、エネルギー密度の高い食品よりも高価である。こ

の関係は、高所得国と低・中所得国の両方で成り立っ

ており、貧困は健康的な食品へのアクセスを制限す　

る。「調理が簡単な」食品が手間を省いたり、水や燃

料を節約したりできる限り、世界の低所得層が栄養価

の高い食品を経済的に入手するためには、価格の手頃

さと利便性が重要な検討事項になる。 

著者: Eva Monterrosa, Adam Drewnowski, Saskia de Pee, Ed
ward A. Frongillo and Stefanie Vandevijvere 



　政府は、食環境を形成する上で重要な役割を担っ

ている。食品の提供における健康度を向上させるに

は、包括的な戦略が必要である[22]。消費者の選択

を誘導したり、制限したりするための政策オプショ

ンは、メニュー表示や包装前面表示[23]から、マー

ケティング制限[24, 25]、究極的には販売制限[25]

まである。いくつかの方法は、エネルギー密度の高

い食品選択を抑制するのにより効果的であるように

見えるが、消費者の選択を最適に導く方法はまだ明

確ではない。 

政策行動を支えるプラットフォーム  

　政策過程は、分析、意思決定、実施およびモニタ

リングで構成されている。近年、栄養では国連世界

食糧計画 [World Food Programme: WFP])の「栄養の

ギャップを埋める」[Fill the Nutrient Gap]）と食

環境では「食料と肥満・非感染性疾患研究、モニタ

リングと行動支援のための国際ネットワーク」[Int-

ernational Network for Food and Obesity/non-   

communicable diseases Research, Monitoring and 

Action Support: INFORMAS]）という、包括的な評価

と意思決定を政策立案者に対して支援するための2つ

のプラットフォームが登場した。「栄養のギャップ

を埋める」では、栄養価の高い食品の利便性、価格

の手頃さおよび選択肢を増すための戦略を特定し、

優先順位をつけるために栄養状況分析を展開してい

る[26]。INFORMASのアプローチでは、食環境政策の

実施状況を国際的な優良事例と比較して評価し、実

施を強化するための具体的な優先行動を導き出　　

す[22]。 

要約と結論 
 

　食事パターンには様々な要因が影響するが、　　

分析、解決策の優先順位づけおよびエビデンスに基

づいた意思決定を支援するツールや戦略は数多くあ

る。社会文化的な領域では、我々はサブグループご

とに食文化の認知的要素を特徴づけるために、国の

食物調査における民族誌的なモジュールを提案す　

る。これらのデータは、規範を変え、食事をより好

ましいもの、楽しいものにするためのキャンペーン

に役立つ。価格の手頃さの領域では、さまざまな分

析と測定基準によって、栄養価が高く手頃な価格の

食品を特定し、手頃な価格で栄養価の高い食品への

アクセスを改善する戦略を策定することができる。

食環境の領域では、政策実施者は持続可能で健康的

な食品選択を導き、支援するための様々な手段を展

開することができる。これらの活動の影響は長期的 

　個々の食品や食事全体の価格の手頃さを見積もる

には、さまざまな方法がある。食費データを利用し

て、より栄養価の高い、あるいは多様な食事を取っ

た場合の予測コストを2000kcalに調整して、多様な

グループ間で比較することができる。また、さまざ

まなメンバー（例：母乳栄養児、授乳中の母親、成

人男性、学童期の子ども、思春期の少女）で構成さ

れる世帯について、栄養価の高い食事の最抵コスト

を推定する線形モデリング法もある[9]。価格が手

頃な栄養の指標（Affordable Nutrition Index）　

は、手頃な価格で高い栄養密度を提供する食品を特

定するために使用することができる[8]。これらの

モデルツールは、栄養のギャップを狭めるための戦

略もモデル化している[11]。栄養価の高い食品や食

事の価格の手頃さを向上させる戦略として、穀類や

豆類の生物学的栄養強化[12] や、主食への栄養供

給を強化する穀類の粉、米、食塩および/または油

の強化などが挙げられる[13]。さらに、収穫後のロ

スの削減や市場への輸送改善を含め、生産量と利便

性を向上させる取り組みは、農家の収入を増やし、

小売価格を下げることができる[14]。また、現金ま

たは食品クーポン券を配布することで、所得階級間

での栄養に対する市場アクセスを平等にすることが

できる[15, 16]。 

食環境 
　 

　食環境[17]とは、食品が入手または消費される場

所である。そのため、食環境は個人と食料の生産、

加工、輸送と小売および食品処分と廃棄に関連する

食料システムのこれらの側面との間の相互作用の関

係を意味する。過去40年間、我々は、より高い食品

エネルギー（カロリー）を供給し、より多くの家庭

外の食品選択を提供するという、劇的な食環境の変

化を目の当たりにしてきた。食環境の構造は、栄養

価の高い食品へのアクセスにおける社会経済的不平

等を際立たせている。低所得者の多い地区における

購買力の低さは、提供される食品[18]や宣伝される

食品[19]のほとんどが、栄養価の低い低価格で、エ

ネルギー密度の高い食品であることを意味する。　

小売店での食品の陳列や目立ち方も、食品の　　　

購入[20]や販売[21]に影響する。 
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にモニタリングする必要がある。最も重要なこと

は、食事パターンと食品選択を健康と持続可能性

にシフトさせるために、企業、政策立案者、市民

および学術研究者との間の部門を超えた協力が必

要である。 
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要約論文4: 

地域食 

　地域食は、人々の移動や食品を含む文化的および

物質的な商品の動向を通して、長い年月をかけて他

の影響を統合してきたにも関わらず、特定の地理的

条件に関連してきた。文化的、社会的、経済的、環

境的な地域状況と一定の調和を保ちながら、農業や

経済を特徴づける生物物理的資源（土壌、一局地の

気候、景観［生態系の複合体］）だけでなく、特定

の生態系、歴史的背景、制度・組織・知識・伝統的

習慣を含む文化的、社会的資源とも地域食は結びつ

いてきた。 

 

　日本食（Japanese Diet）、地中海食（Mediter- 

ranean Diet）、伝統的な北欧食および新北欧食  

（New Nordic Diet）はそのような地域食である。

これらの中には地中海食のように、健康に有益であ

ることで有名になり関心が高まっているものもあ　

る。特に、あらゆる形態の栄養不良（低栄養、微量

栄養素欠乏、過体重や肥満）という課題が深刻化し

ている状況下では関心が高まり続けている。 

 

　健康を提供するという特徴に加え、より持続的な

農業と食料システムへの移行を支援する点で、食事

には極めて重要な役割がある。しかし、環境だけで

なく人々の健康にも貢献するという二重の責務とい

う観点で評価された食事はほとんどない。 

 

　地中海食と新北欧食は動物性由来の摂取量は少な

いか中程度の植物由来の食事である。前者は多くの

野菜、果物、ナッツ類、豆類、種実類、魚、十分な

オリーブオイル、適度な乳製品、赤身の肉が少ない

のが特徴である。後者は、地域の果物と野菜（特　

に、ベリー類、キャベツ、根菜類、豆類）、新鮮な

ハーブ、いも類、地域に植生する山菜やきのこ類、

全粒穀物、ナッツ類、魚介類（在来種）、海藻類、

放牧の家畜（豚と家禽）および野生の鳥獣肉（ジビ

エ）を多く使用している。 

　研究者らがヨーロッパ南部の食事が冠動脈疾患に

対する予防効果を示し、地中海食が健康に良い影響

を与えることは1960年代初めに確認された。それ以

降、多くの研究がこの食事パターンの有益な効果を

後押しした。地中海食は、総死亡率、心血管疾患お

よびがんによる死亡率の統計的有意な減少、がんリ

スクの低減との関連を示す頑健な科学的根拠によ　

り、この食事パターンが発祥の地域から地理的に離

れた地域やそこの国々の食事ガイドラインで推進さ

れている。 

 

　新北欧食は2005年に発案された。新しい食事パタ

ーンのため、健康への有益性を示す証拠は地中海食

ほど豊富ではない。しかし、その食事の構成要素に

関する健康への有益性については、十分な証拠が確

立されている。新北欧食と健康アウトカムとの関連

性に関する最新の調査では、いくつかの心血管リス

ク因子、腹部肥満、体脂肪、炎症性マーカー、血清

脂質、大腸がんリスクおよび総死亡率との間に負の

関連を示した。 

 

　双方の食事の遵守は、肉類を含む他の健康的な食

事と比較して、環境への負荷と影響の低減と関連す

る。地中海地域の13の都市では、地中海食の遵守　

は、現在のこれらの都市での食事と比較して、水の

使用量が19-43％減少した。スペインでは、地中海

食の遵守は、温室効果ガスの排出量（72％）、土地

利用（58％）、エネルギー使用量（52％）および水

使用量（33％）の減少が示された。デンマークで　

は、16の環境に影響する項目でNDDを平均的なデン

マークの食事と比較したところ、すべての項目で環

境負荷を減らすことが明らかになった。 

著者: Fatima Hachem, Davy Vanham and Luis Moreno 



　しかし、食事は摂取された食品やそれらに関連す

る食事パターンの総和以上のものである。食事は、

その地域の社会、文化、経済的背景によって形成さ

れ、また作られる生活のあり方である。そのような

側面は、持続可能性の概念の重要な柱となる。異な

る北欧諸国で新北欧食が急速に普及しているのは、

いかにアイデンティティと文化が多くの人々によっ

て構築された食事の適応を加速する上でカギとなっ

てきたかの証拠である。一方、地中海食は、起源が

歴史に埋もれ、食事の栄養の有益性以上のものを体

現する生活のあり方である。ユネスコが2010年に地

中海食を人類の無形文化遺産リストに追加した時に

強調したように、地中海食は「農作物、収穫、漁業

、保存、加工、調理、そして特に食品の消費を含む

風景から食卓までの一連の技術、知識、習慣および

伝統」である。しかし、これらの側面は、持続可能

性の議論の中でしばしば見落とされている。 

 

　健康と環境に良い影響を与える食事の遵守は困難

である。地中海地域の国々では、特に若年者の間で

地中海食から遠ざかっているというエビデンスが報

告されている。地中海食への遵守度合を評価する様

々なスコアが開発されてきた。すべてのスコアにお

いてほとんどの国で遵守度合いが低下を示していた

が、使用した方法により、この低下の規模の定量化

法と程度が異なる。近年の研究が、選出された41カ

国の過去50年にわたる地中海食の遵守状況の時間経

過を評価した。地中海食遵守の低下傾向が確認され

たが、一部の国では他の国々より地中海食の遵守状

況が良いということも明らかになった。そのような

傾向に影響を与える様々な原動力があり、それらを

要約すると都市化の増加、農業市場のグローバル化

や、収入の増加、スーパーマーケットの普及、家族

構成の変化および大衆食文化の発展がある。これら

すべての要因が、何世紀もの間知られてきたよりも

速い速度で人々の食事のあり方を変え、その影響は

国によって異なる。 

　 

　人間と環境の双方にとって健康的な食事を模索す

る中で、その道のりは必ずしも容易ではなかった。

トレードオフは必要だが、それに加えて、文化的、

社会的および経済的に持続可能な食事を実現しよう

とすると、より複雑になる。新北欧食のような構築

された食事や地中海食のような進化する食事から学

ぶ上で、このような側面は見落とすことはでき　　

ない。 
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　政策立案者が、持続可能性の異なる側面（健康、

環境、文化、経済、社会）への政策の影響を測定　

し、あらゆるトレードオフを評価し、政策の一貫性

を確保するために、これらの側面に配慮した地域食

を評価するツールが必要である。 

 

　ツールを適切なものにするためには、持続可能性

の全側面に関するデータや、状況に特化した指標も

必要である。これらは、生産と農業の部門を超え、

消費者に配慮したものでなければならない。消費者

の食品選択を推進する誘因やそれらがどのように形

成されるかを理解することが重要である。 

 

　異なる部門において食の持続可能性への理解が異

なることから、利害関係者間で定義について議論　

し、合意を得る必要がある。地域的なアプローチ　

は、異なる部門と関わる入口となり、そのような議

論に役立つ。 

 

　最後に、政策立案者と消費者は、地域食を基本と

した国の食品ベースの食事ガイドライン（FBDGs）

を作成し、またその作成過程で生産と環境の部門や

社会的アクターが関わることで、利益を得ることが

できる。 
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　国際的に持続可能な開発目標を達成するための行

動が求められる中、世界的に食料システムを改変す

る必要性が強調されている。本稿では、持続可能で

健康的な食事を促進する食料システムへの移行に伴

う食品の安全面を検討する。 

 
汚染された食品による世界の疾病負
担 
 

　汚染された食品は200以上の急性および慢性疾患

を引き起こすことが知られている。食品媒介のハザ

ード（危険要因）には、バクテリア、ウイルス、真

菌、寄生虫などの微生物学的媒介物や、汚染、食品

の加工や包装に起因する化学物質あるいは自然界に

存在する毒素などが含まれる。食品媒介による発生

や経済的な影響を及ぼす大規模の汚染事象は非常に

目につきやすい。しかし、これらの問題は、多くの

認識されない、また報告されない食品媒介疾病の真

の原因の一部すぎない。WHOの推計によると、2010

年には、食品に含まれる31の有害物質により、6億

人の疾病と42万人の死亡が発生した[1] 。これら 

食品媒介疾病（foodborne diseases: FBD）によ　

り、世界全体で推定3300万年の健康寿命が失われ

ており、FBDの世界的な負担は、HIV/AIDS、マラリ

アおよび結核などの主な感染症と同程度で　　　　

ある[2]。5歳未満の子どもたちは、世界全体の負

担の40％を負うが、世界人口の9％にすぎない。世

界の開発途上地域や最貧地域に住む人々は、世界の

負担の70％以上を負っており、不均衡な影響を受け

てい　る。アフリカと東南アジアは、全ての年齢に

おいて食品媒介疾病の発生率と死亡率が最も高かっ

た。 

13 WHOのFoodborne Disease Burden Epidemiology Reference Group 
は、2010年を基準年として、31の食物由来ハザード（危険要因）の
世界的および地域的負担を推定した。評価された化学汚染物質は、
潜在的な関連性がると考えられていた一連の化学物質および毒素か
ら候補リストされたものであった。推定値が公表されて以来、新し
い研究がより多くのハザードについて健康への影響に関する証拠を

補足している。 

要約論文5: 

食品安全についての背景論文 

健康的な食事と食品安全 
 

　重要な食品安全の問題となっている食品は、一部

の地域では食料安全保障を確かにするために重要で

あり、不可欠な栄養源でもある。乳製品、卵および

肉類などの動物由来の食品は、世界の全食品に起因

する食品媒介疾病の約35％の負荷を占めるが[3]、

これらは高品質な栄養素の重要な供給源でもあり、

特に一部の地域では、子どもの低栄養による発育阻

害や貧血、あるいは認知や運動機能の発達不良を引

き起こす可能性がある。穀物やナッツ類、魚、魚介

類、野菜など低所得地域の主食は、食品中の病原体

や化学物質による疾病負担の一因となって　　　　

いる[4, 5]。同時に、近年、果物や野菜に関連し

た病気や大きな影響を及ぼす大流行が増加して　　

いる[6-8]。これらの食品群は、いずれも健康的な

食事の重要な構成要素であり、消費者は栄養不良や

非感染性疾患から身を守るために、その摂取量を増

やすことが推奨されている。 

 

　食物摂取による健康への悪影響と有益な効果の両

方を評価することは、人々の健康増進のための介入

を定義する上で非常に重要である。魚の摂取は、公

衆衛生政策において健康への悪影響と有益な影響の

両方を考慮する必要がある食品の典型的な例であ　

る。いくつかの研究では、早期脳の発達と心血管の

健康に対するオメガ3系脂肪酸の有益な効果と、重

金属や残留性環境汚染物質の有害な影響を考慮に入

れて、魚の総合的な公衆衛生上の影響を評価してい

る[9]。その他の研究対象となっている食品には、

有益な脂肪を豊富に含むが、発がん性毒素（アラフ

トキシン）に汚染されている可能性があるナッツ　

類[10]、ミネラルとビタミンの供給源であるが、が

んのリスク増加との関連が指摘されている赤身肉な

どがある[11]。 

著者: Sara Monteiro Pires, Maarten Nauta, Morten 

Poulsen, Lea S. Jakobsen and Sofie Thomsen 



　いくつかの高所得国では、食品のリスクと便益の

トレードオフが評価されているが、食品の汚染度が

高く、食品の利便性が低く、食品の安全性と食料安

全保障のバランスをとるのが難しい低・中所得国　

（middle income countries: LMIC）では、そのよ

うな評価が見落とされている。このジレンマは栄養

価の高い根菜類であるキャッサバによく示されてい

る。キャッサバは、特にサブサハラアフリカでは主

食となっているが、正しく処理されないと、有毒な

レベルのシアン化合物に曝露される可能性が　　　

ある[12]。 

気候変動と食品安全 
 

　気候変動が食料システムの安全性に影響を与える

ことは避けられない。平均の気温や海水温の上昇、

降水量の変化は、水や食品に含まれるバクテリア、

ウイルス、あるいは寄生虫を増加させ、異なる作物

で毒素を産生する菌類の増殖を促進する。食品安全

への影響は、微生物の増殖率が高くなるため、ある

いは一部の地域で異常気象や水不足の影響とのバラ

ンスを取るために農薬の使用が増えることから、生

の果物や野菜、魚類と特に関連している可能性があ

る[13]。これらのリスクは、食料システムを含め

た環境フットプリントを削減するための介入の必要

性を強調している。 
 
食品の価格の手頃さと利便性、食品

安全 
 

　食品媒介疾病負担が最も大きい低・中所得国で　

は、食料安全保障がしばしば最優先され、汚染され

た可能性のある食品を、たとえそれが食用に適さな

いものであっても、地域社会が廃棄することにはな

りにくい[14]。生産チェーンのすべての段階で働

く人々の訓練と教育および消費者の意識が、食品媒

介疾病負担を軽減する可能性がある。また、原材料

に食品安全基準を設けて実施することで、汚染物質

への暴露を軽減することができる。 

地域食と食品安全 
　食事の習慣や慣行の地域差は、食料の利便性、伝

統および社会経済的な変遷と相互に関連しており、

これらは人々の食事に影響を与える。特定の地域食

である地中海食と新北欧食を遵守する健康上の利点

は、十分に確立されている[15]。これらの食事パタ

ーンは世界人口のごく一部のものであるが、これら

の食事を形成する基本原則の一部、つまり地元の旬

の食材を好み、野菜・果物・全粒穀物・健康に良い

脂肪を毎日摂取することは、他の地域や文化に適応

した食事パターンに適用できる。これらの原則は、

持続可能性の向上と栄養面でのメリットにつながる

ことが期待されるが、食品安全面での影響はこれま

で十分に検討されていない。このような食事パター

ンへの移行は、食品媒介のハザードを高める可能性

がある。具体的には、野菜の摂取量が増えると、農

薬や重金属への曝露量が増加し、生食の場合は病原

菌への曝露量が増加する。また、ナッツの摂取量増

加はマイコトキシンへの曝露量が増えたり、魚の消

費量増加はメチル水銀やその他の汚染物質への曝露

量が増えたりする可能性がある。 

 

持続可能で健康的な食事への移行と

食品安全 
 

　食事をより健康的なものに変えることで、食料シ

ステムの環境負荷を軽減することができる。これま

で集積されたエビデンスによると、野菜や果物、ナ

ッツ類、豆類および全粒穀物などの植物由来の食品

を中心とした食事への移行は、健康と環境の両面で

利益がある。しかし、植物性食品への移行は、これ

らの食品に含まれる化学物質への曝露を増加させる

可能性があるため、このような移行による食品安全

への評価は、今や必須である。 
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